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　本調査は、小学校・中学校・高校における学習指導の実態と教員の意識をとらえることを目的
に実施している。小学校・中学校については、これまで、1997年（中学校）、1998年（小学校）、
2002年、2007年にも同じ目的で調査を実施しており、経年での比較ができるように配慮して今回
の調査を設計した。高校は、今回が初めての調査で、普通科、専門学科、総合学科を含めた公立
高校の状況を幅広くとらえることができるよう設計した。

本調査の特徴は、以下のようにまとめることができる。

１．時代による変化を把握することができる

　本調査は、時系列で調査することを目的として企画されている。質問項目は、教育環境の変化
に応じて多少の追加・削除はあるが、毎回ほぼ同一のものを使用しているため、学習指導の実態
を経年で比較できる。
　また、なるべく正確な比較ができるように、97年調査、98年調査、02年調査については、今回
の調査に合わせたサンプルだけを比較に用いている。

２．教育環境の変化に対する意識・行動をとらえるために新規項目を追加している

　教育政策の動きや時代の変化に合わせて、新規項目を追加している。10年調査では、新学習指
導要領への対応や不安、教員の指導力への評価や取り組み、教職の魅力などを追加している。

３．調査対象の選定に配慮している

　本調査は、全国的な傾向を把握するために、97年調査、98年調査、02年調査では、複数の地域
から抽出された学校を対象としている。また、07年調査、10年調査では、全都道府県の教員数に
応じた抽出確率で、無作為に学校を抽出している。

４．小学校と中学校の学習指導の違いを把握できる（小学校・中学校調査）

　本調査は、小学校と中学校の両方を対象としている。そのため、学校段階、あるいは学年によ
る学習指導の違いをとらえることができる。

５．公立高校の多様な学習指導の実態を把握できる（高校調査）

　高校調査は、公立高校の普通科だけでなく、専門学科、総合学科も調査対象としている。その
ため、公立高校の多様な学習指導の実態をとらえることができる。

６．校長と教員のデータをマッチングさせ、その関連性を明らかにすることができる

　10年調査では、校長調査と教員調査のマッチングデータを用いている。校長にたずねている質問
項目と教員にたずねている質問項目をクロスさせ、その関連性を明らかにする分析を行っている。

本調査の特徴
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調査概要

＜10年（第５回）調査＞

●調査テーマ 小学校・中学校・高校における学習指導の実態と教員の意識

●調査方法 郵送法による質問紙調査

●調査時期 2010年８月～９月

●調査対象 全国の公立小学校・中学校・高校の校長および教員 
【小学校】  校長   560名 （配布数 1,800通、回収率31.1％） 
 教員 2,688名 （配布数10,800通、回収率24.9％） 
 ＊学級担任をしている教員を対象に実施。

【中学校】  校長   573名 （配布数 1,800通、回収率31.8％） 
 教員 2,827名 （配布数10,800通、回収率26.2％） 
 ＊国語・社会・数学・理科・外国語のいずれかを担当している教員を対象に実施。

【高　校】  校長   830名 （配布数 2,000通、回収率41.5％） 
 教員 4,791名 （配布数12,000通、回収率39.9％） 
 ＊教員は、このうち、校長調査と勤務校がマッチング可能な3,070名を分析対象としている。
 ＊国語・地理歴史・公民・数学・理科・外国語のいずれかを担当している教員を対象に実施。

＊抽出方法… 全国の公立小・中・高校のリストより、都道府県の教員数に応じた抽出確率で無
作為に学校を抽出。校長調査は、校長に回答を依頼した。教員調査は、年齢、性別、
担当学年、担当教科を考慮した各学校６名の教員の抽出を校長に依頼した。

●調査項目  【校長調査】  
   学校教育目標／年間授業時数／時間割の工夫／教育課程内・外の取り組み／少人数指

導／定期試験／教員の指導力への評価／校内研修／新学習指導要領に関する研究の
進行状況／新学習指導要領の全面実施への不安　など

   【教員調査】  
授業の進め方・内容・方法／学習意欲を高める工夫／新学習指導要領の全面実施へ
の不安／宿題・家庭学習指導／定期試験／通信簿／進路指導／年間行事／指導観／
指導力向上の取り組み／児童・生徒の変化／保護者の変化／日常生活／教職の魅力
／悩み／教員生活の満足度／将来展望　など

●分析の枠組み

調査方法 調査時期 調査地域
校長調査 教員調査

小学校 中学校 高校 小学校 中学校 高校
97年調査

（第１回調査）郵送法による質問紙調査
教職員名簿をもとにした
系統抽出（無作為）

1997年12月
～1998年１月

6地域
938名

98年調査
（第２回調査）

1998年10月
～11月 1,033名

02年調査
（第３回調査）

学校通しによる質問紙調査
地域類型別構成を考慮した
割り当て法

2002年９月
～10月 14地域 642名 603名 3,468名 2,891名

07年調査
（第４回調査）

郵送法による質問紙調査

2007年８月
～９月 全国 528名 559名 1,872名 2,109名

10年調査 
（第５回調査）

2010年８月
～９月 全国 560名 573名 830名 2,688名 2,827名 4,791名

※高校調査の詳細は、『第５回学習指導基本調査報告書（高校版）』（2011年刊行）参照。
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調査概要

＜97年（第１回）調査＞
　調査方法 郵送法による質問紙調査　教職員名簿をもとにした系統抽出（無作為）
　調査時期 1997年12月～ 1998年1月
　調査地域 岩手県・新潟県・東京都・岡山県・福岡県・熊本県（6地域）
　調査対象 公立中学校教員　1,368名（配布数 5,100通、回収率26.8%）
　＊『第1回学習指導基本調査報告書―中学校版―』（1998年刊行）
＜98年（第２回）調査＞
　調査方法 郵送法による質問紙調査　教職員名簿をもとにした系統抽出（無作為）
　調査時期 1998年10月～ 11月
　調査地域 岩手県・新潟県・東京都・岡山県・福岡県・熊本県（6地域）
　調査対象 公立小学校教員　1,161名（配布数 5,100通、回収率22.8%）
　＊『第2回学習指導基本調査報告書―小学校版―』（1999年刊行）
＜02年（第３回）調査＞
　調査方法 学校通しによる質問紙調査　地域類型別構成を考慮した割り当て法
　調査時期 2002年 9月～ 10月
　調査地域  北海道・岩手県・宮城県・新潟県・石川県・群馬県・東京都・山梨県・愛知県・

大阪府・兵庫県・岡山県・福岡県・熊本県（14地域）
　調査対象 公立小・中学校教員　7,007名（配布数 14,934通、回収率46.9%）
  公立小・中学校校長（管理職）1,245名（配布数2,489通、回収率50.0%）
　＊『第3回学習指導基本調査報告書―小学校・中学校を対象に―』（2003年刊行）
＜07年（第４回）調査＞
　調査方法 郵送法による質問紙調査
　調査時期 2007年 8月～ 9月
　調査地域  全国
　調査対象 公立小・中学校教員　3,981名（配布数19,776通、回収率20.1%）
  公立小・中学校校長　1,087名（配布数  3,296通、回収率33.0%）
　＊『第4回学習指導基本調査報告書―小学校・中学校を対象に―』（2008年刊行）

本報告書を読む際の注意点
※各回の調査方法、調査地域は異なっているため、経年データを解釈する際に考慮する必要がある。
※本報告書では、97年調査、98年調査、02年調査の集計にあたって、教員については学級担任（小
学校）あるいは国語・社会・数学・理科・外国語いずれかの担当（中学校）のみを抜粋して分
析している。そのため『第1回学習指導基本調査報告書』『第2回学習指導基本調査報告書』『第
3回学習指導基本調査報告書』とは数値が異なる。

※ 小学校 校長 は小学校校長の回答、 中学校 校長 は中学校校長の回答、 小学校 教員 は小学校教員の
回答、 中学校 教員 は中学校教員の回答を示している。

※02年調査、07年調査の校長の回答には、副校長、教頭、教務事項に詳しい教員の回答が含まれ
ている。

※本文中では、97年（第1回）調査を「97年調査」、98年（第2回）調査を「98年調査」、02年（第3回）
調査を「02年調査」、07年（第4回）調査を「07年調査」、10年（第5回）調査を「10年調査」と
表記している。

※本報告書で使用している百分比（％）は、有効回答数のうち、その設問に該当する回答者を母
数として算出し、小数点第2位を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、数値の和が100にな
らない場合がある。
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第5回調査

本調査の時代背景

西暦 教育基本法・学習指導要領 関連する主な動向

1989年

小・中・高等学校「学習指導要領」告示
●『新しい学力観と個性尊重の教育』
●小学校低学年に「生活科」導入
●中学校で選択教科の履修幅の拡大
●高等学校で選択教科・科目の履修幅の拡大

1990年

1991年

1992年 小学校「学習指導要領」の全面実施 学校週５日制（第２土曜日が休業日に）

1993年 中学校「学習指導要領」の全面実施

1994年 高等学校「学習指導要領」の実施（学年進行）

1995年 学校週５日制（第２・４土曜日が休業日に）

1996年 中教審第一次答申…「生きる力」の育成と
「ゆとり」の確保

1997年 教課審中間まとめ…「総合的な学習の時
間」の導入を提示

1998年

小・中学校「学習指導要領」告示
●『「生きる力」の育成と「ゆとり」の確保』
●授業時数の大幅削減と教育内容の厳選
●「総合的な学習の時間」の導入

1999年 高等学校「学習指導要領」告示
●「総合的な学習の時間」「情報」の導入 「学力低下論争」始まる

2000年

2001年

2002年 小・中学校「学習指導要領」の全面実施

文部科学省「確かな学力の向上のための
2002アピール『学びのすすめ』」を公表
完全学校週５日制実施
絶対評価の導入

2003年
高等学校「学習指導要領」の実施（学年進行）
小・中・高等学校「学習指導要領」一部改正
●学習指導要領を最低基準とし、学力重視を強調

2004年 「PISA2003」「TIMSS2003」結果公表

2005年 文部科学省「読解力向上プログラム」公表

2006年 改正教育基本法公布・施行

2007年 「全国学力・学習状況調査」実施開始
「PISA2006」結果公表

2008年

小・中学校「学習指導要領」告示
●「生きる力」の育成
●基礎的・基本的な知識・技能の習得
●思考力・判断力・表現力等の育成
●確かな学力を確立するために必要な時間の確保
●学習意欲の向上や学習習慣の確立
●豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実

「TIMSS2007」結果公表

2009年 高等学校「学習指導要領」告示
●国語、数学、外国語に共通必履修科目を設定

2010年 「PISA2009」結果公表

2011年 小学校「学習指導要領」の全面実施

2012年 中学校「学習指導要領」の全面実施

2013年 高等学校「学習指導要領」の実施（学年進行）

■学習指導に関連した主な教育環境動向（1989～2013年）

第1回調査

第2回調査

第3回調査

第4回調査
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＜資料２：小・中学校の年間総授業時数の変化（1992年度～）＞

小学校 中学校

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 1年生 2年生 3年生 合計

1989年告示
学習指導要領

小学校　1992年度～
中学校　1993年度～ 850 910 980 1,015 1,015 1,015 5,785 1,050 1,050 1,050 3,150

1998年告示
学習指導要領

小学校　2002年度～
中学校　2002年度～ 782 840 910 945 945 945 5,367 980 980 980 2,940

2008年告示
学習指導要領

小学校　2009・2010年度
中学校　2009～2011年度
（移行措置期間中）

816 875 945 980 980 980 5,576 980 980 980 2,940

小学校　2011年度～
中学校　2012年度～ 850 910 945 980 980 980 5,645 1,015 1,015 1,015 3,045

第1回調査
第2回調査

第3回調査
第4回調査

第5回調査

完全学校週5日制への移行期
・月2回の週5日制導入に対して、年間総授業時数を変えていない学校が4校に3校。
3校に2校は土曜日の授業を他の曜日に上乗せし、3校に1校は短縮授業日を削減。

・体験的な学習や問題解決的な学習を重視する方向が示されるなか、「調べ学習」は6
割を超える学校が実施、「校外での体験学習」は2割強にとどまる。

・月2回の週5日制導入に対して、年間総授業時数を減らした学校が5校に2校。
・「学校内での体験的方法による学習」（86.2％）、「学校外での現場・フィールドでの
体験的方法による学習」（58.7％）など、新しい学習指導方法が積極的に取り入れら
れている。

1998年告示の学習指導要領の全面実施時期
・「総合的な学習の時間」では、小・中学校ともに、「テーマ学習」が1つの柱に。小
学校では教科の学習内容を深める活動、中学校では進路学習や学校行事の一環とし
ての活動などを行う傾向。

・「学習指導要領」に対して、「子どもの学ぶ意欲を引き出す上で効果的だ」「子ども
の生活にゆとりが生まれる」など肯定的な評価がある一方で、「教員の指導上の負
担が大きくなる」「学校による指導力の格差が大きくなる」などの指摘も。

2003年の学習指導要領一部改正下
・教員の指導観が、子どもの個性や自主性重視から、学力底上げ路線へ大きく変化。
・体験的な活動を行う授業を心がける教員の割合が減少。
・宿題を出す頻度や分量が増加。家庭学習の時間の指導をしている教員の割合も増加。
・7割を超える教員が忙しいことに悩んでいる。

第1回調査
中学校

（1997年）

第2回調査
小学校

（1998年）

第3回調査
小学校・中学校
（2002年）

第4回調査
小学校・中学校
（2007年）

※小学校は１単位時間45分、中学校は１単位時間50分。

本調査の時代背景

第４回までの主な結果

（時間）
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　図Ａ－１～５、および図Ａ－７～９の有効回答数は、小学校校長560名、中学校校長573名、図
Ａ－６は、小学校校長545名、中学校校長554名。

小学校

中学校

21.6　　　　　　　　　　　 29.5　　　　　　　　　　　 22.1　　　　　　　　　　　26.8

25.1　　　　　　　　　　　　 30.0　　　　　　　　　　　　　28.8　　　　　　　　　　15.5　

１～６学級 ７～12学級 13～18学級 19学級以上
無回答・不明

（％）

0.0

0.5

小学校

中学校

5.7 8.9 7.1 18.8 17.3 14.5 8.8 4.1 14.8

5.9 10.1 7.0 21.5 18.7 13.8 6.3 4.2 12.6

北海道 東北 北関東 南関東 中部 四国中国近畿 九州・沖縄
無回答・不明

（％）

0.0

0.0

注）数値は、校長と教員の回答から特定した。

注） 北関東は、茨城県・栃木県・群馬県。南関東は、埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県。中部は、新潟県・富山県・石川県・福井県・山梨
県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県。近畿は、三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県。

図Ａ－２　学校規模（学級数）（学校段階別／ 10年調査）

図Ａ－１　地方（学校段階別／ 10年調査）

小学校

中学校

24.5　　　　　　　　 15.9　　　　 10.2　　　 10.7　　　 10.7　　　 11.4　　　 7.9　　3.4　5.4

18.0　　　　　　 14.3　　　　　11.5　　　　 14.8　　　　　　14.7　　　　　11.7　　　　9.2　　2.8　3.0

（％）

100人以下 101～200人
201～300人

301～400人
401～500人 601～700人

801人以上
無回答・不明

501～600人 701～800人

0.0

0.0

注）数値は、校長と教員の回答から特定した。

図Ａ－３　学校規模（児童・生徒数）（学校段階別／ 10年調査）

小学校

中学校

18.0　　　　　　　　　22.7　　　　　　　 13.9　　　　　12.9　　　　　　16.4　　　　　8.6　　　6.3

7.9　　　　　17.5　　　　　　13.8　　　　　　17.1　　　　　　　15.4　　　　　10.8　　　　　 16.4

（％）

１～10人 11～15人 16～20人 21～25人 26～30人
36人以上

無回答・不明

31～35人

1.3

1.2

図Ａ－４　本務教員数（学校段階別／ 10年調査）

小学校

中学校

33.2　　　　　　　　　　　　　　26.3　　　　　　　　　15.9　　　　　10.2　　3.8　2.3　3.6　4.8

22.5　　　　　　　　　　　24.6　　　　　　　　　　20.1　　　　　　 11.9　　　6.6　 3.3　6.1　 4.9

（％）

０人 １人 ２人

無回答・不明

３人
４人
５人
６人以上

図Ａ－５　非常勤教員数（学校段階別／ 10年調査）

   Ａ．学校属性

基本属性
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（％）
0 40 6020

今年度、研究指定を受けている   

学校支援地域本部が設置されている＊

小学校の学校選択制が導入されている   

コミュニティ・スクールの指定を受けている＊

低学年以外で40人未満の学級編制が実施されている＊

２学期制を実施している   

特別支援学級や通級指導教室が設置されている＊
主幹教諭が配置されている＊

小学校 80

（％）
0 40 6020

今年度、研究指定を受けている   

学校支援地域本部が設置されている＊

中学校の学校選択制が導入されている   

コミュニティ・スクールの指定を受けている＊

40人未満の学級編制が実施されている＊

２学期制を実施している   

特別支援学級や通級指導教室が設置されている＊

中高一貫教育校である＊

主幹教諭が配置されている＊

80中学校

30.4　〔36.6〕

10.0　〔8.3〕

16.8

2.7

23.2　〔25.9〕
34.6

71.6

19.8

30.2　〔33.8〕

19.2　〔12.0〕

12.9

3.0

25.7　〔27.0〕
57.4

73.1

25.8

2.6

図Ａ－７　学校の特徴（学校段階別／経年比較）

注１）「あてはまる」の％。
注２）棒グラフは10年調査の数値。〔　〕内は07年調査の数値。
注３）   ＊印は、10年調査より新たに追加した項目。
注４）   10年調査の「今年度、研究指定を受けている」の数値は、「今年度、文部科学省の研究指定を受けている」「今年度、文部科学省以外

の研究指定を受けている」のどちらか、あるいは両方に「あてはまる」と回答した校長の％。
注５）   07年調査の「２学期制を実施している」の数値は、「時間割を組むうえで次のような工夫をしたことがありますか」とたずねた質問で、

「二学期制、二期制」を「やっている」と回答した％。

（％）

経済的に困難を
抱えている家庭の児童

学習指導に困難を
感じる児童

経済的に困難を
抱えている家庭の生徒

学習指導に困難を
感じる生徒

小学校

中学校

15.2 　　　　　　　　32.9 　　　　　　　　　　　28.9 　　　　　　　12.1 　　 7.3 　 

5.5 　　　　　27.5 　　　　　　　　　　　　　41.6 　　　　　　　　　　　18.0 　　 3.2 　

4.0 　　　　　29.1 　　　　　　　　　　　31.9 　　　　　　　　　　21.1 　　　　 9.6 　

3.5 　　　　24.4 　　　　　　　　　　　　41.2 　　　　　　　　　　　 20.6 　　　 4.9 　

ほとんどいない １割に満たない １割くらい ２割くらい
３～４割くらい

５割以上
無回答・不明

1.4

0.2 

1.9 

1.6 

2.1

3.9

2.3

3.8

図Ａ－８　児童・生徒の特徴（学校段階別／ 10年調査）

基本属性

小学校

中学校

15.2　　　　　　　19.7　　　　　　　　　　 28.3　　　　　　　　　　　　　　　35.3　

14.5　　　　　　　　22.0　　　　　　　　　　　　30.8　　　　　　　　　　　　　　30.9　

（％）

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

1.5

1.8
注）数値は、学校ごとに本務教員に占める各年齢の教員の比率を算出し、それを平均したもの。年齢構成が無回答・不明の場合は除いている。

図Ａ－６　本務教員の年齢構成比（平均）（学校段階別／ 10年調査）
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基
本
属
性

小学校

中学校

4.5　　　　 20.5　　　　　　　　　　　　　　　　    52.0　　　　　　　　　　　　　　　       17.3　　　　4.6　

3.5　　　　19.0　　　　　　　　　　　　　　　46.8　　　　　　　　　　　　　　　         24.4　　　　　　 5.6　

上のほう やや上のほう 真ん中くらい やや下のほう
下のほう
無回答・不明

（％）

0.7

1.1

図Ａ－９　平均的な児童・生徒の学力（学校段階別／ 10年調査）

　有効回答数は、小学校校長560名、中学校校長573名。

小学校校長

中学校校長

18.0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　81.6　

4.2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95.5　

女性 男性 無回答・不明

（％）

0.3

0.4

図Ｂ－１　性別（学校段階別／ 10年調査）

小学校校長

中学校校長

30.0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　66.6

　　　　　　　 33.0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62.1　

50歳以下 56～60歳51～55歳 61歳以上
無回答・不明

（％）

1.6 1.1
0.7

1.4
0.9

2.6

図Ｂ－２　満年齢（学校段階別／ 10年調査）

小学校校長

中学校校長

13.4　　　　　　15.5　　　　　　15.9　　　　　12.9　　　　9.6　　　 9.6　　　8.0　　5.4　3.8　5.7

14.8　　　　　 14.0　　　　　14.1　　　　　13.1　　　　9.6　　　 9.2　　　7.5　　5.1　4.5　　7.2

５年目 ６年目 ７年目 ９年目
８年目
10年目以上

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

無回答・不明
（％）

0.2

0.9

図Ｂ－３　校長職経験年数（学校段階別／ 10年調査）

小学校校長

中学校校長

28.0　　　　　　　　　　　　　　36.3　　　　　　　　　　　　　21.4　　　　　　8.9　　5.1

34.0　　　　　　　　　　　　　　　33.7　　　　　　　　　　　　20.6　　　　　 7.0　 4.1

１年目 ２年目 ３年目 ４年目
５年目以上
無回答・不明

（％）

0.2

0.5

図Ｂ－４　現在校の勤務年数（学校段階別／ 10年調査）

   Ｂ．校長属性
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基本属性

　有効回答数は、小学校教員2,688名、中学校教員2,827名。

小学校教員

中学校教員

62.4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36.9

37.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62.2

女性 男性 無回答・不明
（％）

0.1

0.7

小学校教員

中学校教員

5.2　　 11.0　　　　　　 22.5　　　　　　　　　　　　 34.4　　　　　　　　　　　　　24.8

5.2　　 12.0　　　　　　　　26.5　　　　　　　　　　　　　 36.1　　　　　　　　　　　　19.0

26～30歳 31～40歳 41～50歳
25歳以下

51～60歳
61歳以上

無回答・不明
（％）

0.1
1.9

0.1
1.1

小学校教員

中学校教員

6.6　　　 14.5　　　　　　　　　　　　　　51.0　　　　　　　　　　　　　　　　22.2　　　　　 5.7

8.4　　　 11.2　　　　　　　　　　　　　　39.8　　　　　　　　　　　　　　　　34.6　　　　　 5.8

13.3　　　　8.6　　　　　　 26.2　　　　　　　　　　　　　　39.4　　　　　　　　　　 11.2

15.9　　　　　12.9　　　　　　　22.7　　　　　　　　　　　　34.3　　　　　　　　　　13.3

６～10年目 11～20年目
５年目以下

21～30年目
31年目以上
無回答・不明

（％）

0.2

0.0

0.0

1.2

0.9

0.1

98年調査

10年調査

07年調査

02年調査

9.9　　　　14.0　　　　　　　　　　　　　 47.9　　　　　　　　　　　　　　 18.9　　　　　 9.3

12.0　　　　　16.4　　　　　　　　　　　　　44.7　　　　　　　　　　　　　　　23.4　　　　　3.5

15.9　　　　　11.3　　　　　　　　28.9　　　　　　　　　　　　　　 37.9　　　　　　　　　5.4

16.4　　　　 　13.3　　　　　　　24.1　　　　　　　　　　　　　 38.5　　　　　　　　　　7.3

0.6

0.4

97年調査

10年調査

07年調査

02年調査

図Ｃ－１　性別（学校段階別／ 10年調査）

図Ｃ－２　満年齢（学校段階別／ 10年調査）

図Ｃ－３　教職経験年数（学校段階別／経年比較）

　Ｃ．教員属性

※ 教員調査は、年齢、性別、担当学年、担当教科を考慮した各学校６名の教員の抽出を校長に依頼した。そのため、教員の構成比は、母集団
の構成比を必ずしも反映しているわけではない。
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基
本
属
性

15.5　　　　　　15.0　　　　　　15.5　　　　　　15.7　　　　　　15.3　　　　　　15.3　　　　 7.8

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生
無回答・不明

（％）

54.8　　　　　　　　　　　　　　　　　　24.4　　　　　　　　　 20.3

担任をしている 副担任をしている していない
無回答・不明

（％）

0.5

32.0　　　　　　　　　　　　　　31.7　　　　　　　　　　　　　　　34.0

1年生 2年生 3年生
無回答・不明

（％）

2.3

18.7　　　　　　　 18.0　　　　　　　　22.5　　　　　　　　 19.3　　　　　　　　19.8

国語 社会 数学 理科 外国語
無回答・不明

（％）

1.7

小学校教員

中学校教員

12.5　　　　　14.8　　　　   12.8　　　　　　　21.8　　　　　　　　     22.8　　　　　　    12.5　      2.6

5.4　  6.8　　　8.0　　　　 16.0　　　　　　　　　　 32.2　　　　　　　　　　　　　　29.0　　　　    　　2.7

10人以下 11～20人 21～25人 26～30人 31～35人 36人以上
無回答・不明

（％）図Ｃ－８　担任をしている学級の児童・生徒数（学校段階別／ 10年調査）

注） 中学校教員の数値には、副担任をしている学級、および担任（副担任）をしていない場合には、もっとも多く授業を担当している学級に
ついての回答も含まれている。

図Ｃ－４　学級担任をしている学年（10年調査） 小学校教員

図Ｃ－５　学級担任をしているかどうか（10年調査） 中学校教員

図Ｃ－６　学級担任（副担任・もっとも多く授業を担当）をしている学年（10年調査） 中学校教員

図Ｃ－７　担当教科（10年調査） 中学校教員

①学校段階

②学部・研究科

小学校教員

中学校教員

9.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    84.0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   4.4

90.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7.5

短期大学 四年制大学 大学院

無回答・不明
その他

（％）

1.7
0.2

0.4
0.1

1.3

小学校教員

中学校教員

73.1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11.5　　　　　14.3

40.1  　　　　　　　　　　8.2　　　　　　　　　　　　　 51.2

教員養成系学部、研究科 それ以外の教育学系の学部、研究科
その他の学部、研究科

無回答・不明

1.1

0.5

図Ｃ－９　最終学歴（学校段階別／ 10年調査）


